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教職教養課題特講Ⅰ（鴛原先生） 

 

愛媛県内小規模校での実習内容についての課

題の整理等 

 

１．愛媛で教員になるモチベーションを高め

る教育内容・方法の充実 

 

愛媛県内の義務教育段階の教員採用人数

（予定）は平成 28 年～平成 40 年の間、小学

校教員平均 140 人、中学校教員平均 75 人程

度の採用人数で推移することが見込まれる。

この講義では、大量採用時代に愛媛大学教育

学部としてどのような教員養成ができるのか

を考える。過去の教育学部生のアンケート結

果から次のことが分かっている。1 年次から

教員免許を取得し教員を志しているので、教

育学部に入学したと回答する学生ほど、大学

の講義を実際に受けて、また観察実習に行き

様々なことを経験する中で、私に教師が務ま

るのかと考えるようになる学生が多い。この

ような学生に自信を持ってもらうこと、様々

な学校現場で通用する力を身に着けてもらう

取組の必要性が提起された。 

 また、ミッションの再定義により第 3 期中

期計画中に達成する必要がある愛媛県内教員

採用比率の目標値の達成について厳しい現状

がある。 

そこで、愛媛県の教員になりたいというモ

チベーションを維持し高めるために、県内各

地の各学校種での教育の実際を知る機会を積

極的に作る必要性が提起された。この他にも、

過去の学生アンケートより、2 年生の時にふ

るさと実習を参加している学生のほとんどが

教員採用試験を受験しているというデータの

裏付けもあり積極的に学校現場を経験させる

機会を提供させることになった。 

 

２．なぜ、山間部・島しょ部の小規模校か。 

愛媛県の小・中学校総数の大部分は小規模

校であることから、教育学部の教員養成は、

小規模校の教員養成でもあることが確認され

た。愛媛大学教育学部の場合には、都市部の

学校は、附属学校での実習があり、松山市近

辺の学校でも実習機会が確保されているため、

自らも経験したことのない多様な学校現場の

理解のために島しょ部の小規模校が選ばれる

ことになった。 

受講生の感想からも 1 人の先生がたくさん

の仕事をこなしていて、教師の仕事の実際が

分かったという感想が得られたことからこの

プログラムの狙いが学生に理解されているこ

とが分かる。 

 

３．プログラムの系統性 

小学校サブコース所属は、1 年生次の新入

生セミナーB、教職教養課題特講Ⅰ・Ⅱ・Ⅲと

いう科目群を用意し、系統性を持たせるよう

に工夫した。地域の先生を外部講師として招

聘し、その実際を聞く取り組みもあった。具

体的には、教職教養課題特講Ⅰでは、教員育

成指標の取り組みや採用試験の状況等につい

ても提示してきた。Ⅱについては、教育を地

域の目からみるということで、県警や子ども

たちに関わる様々な施設の方々から話を聞く。

Ⅲでは、地域の方に来ていただいて、教員採

用試験のマナー、教職のマナー、どのような

ところをどのように合格するのかという具体

的な対策について考えてきた。 

また、初等社会科教育法、初等生活科教育

法での実地指導講師の先生は、愛媛県内の

様々な場所を経験した先生を招聘した。 

 

４．受講生のアンケート結果 

・2016 年度 11 月時 

回答者の内訳は、愛媛県内 40 名、県外出身

者が 50 名であった。訪問全体の評価は、4 点

満点の平均で 3.84 であった。教職への志望度

合いの変化について聞いた項目では、「高くな

った」が 49 名、「変わらない」が 26 名、「低

くなった」が 2 名であった。 

 



・2016 年度 1 月時 

訪問全体の評価は、4 点満点評価の平均で

3.83 であった。教職への志望度合いの変化は、 

「高くなった」が 24 名、「変わらない」が 13

名、「低くなった」が 0 名であった。 

 

・2017 年度 11 月時 

30 名の回答者のうち、県内出身者 17 名は

愛媛県内で働くことを希望している。県外出

身者 13 人のうち 1 名が県内で働きたいとい

うことであった。訪問全体の評価は、4 点満

点の平均で 3.86 であった。教職への志望度合

いの変化は、「高くなった」が 26 名、「変わら

ない」が 4 名であった。変わらないと回答し

た学生も否定的な理由からではなく、「教師の

良さを改めて感じたから」や「教師の仕事に

ついて実習等を通じて想像がついていたので

変わらない」というものであった。 

 

・2017 年度 1 月時 回答者 20 名 

20 名の回答者のうち、県内出身者 15 人中

14 人が愛媛県内で働くことを希望している。

県外 5 人中 3 人が県内で働きたい等いことで

あった。訪問全体の評価は、4 点満点の平均

で 3.95 であった。教職への志望度合いの変化

は、「高くなった」が 18 名、「変わらない」が

2 名であった。 

 

５．シンポジウムを踏まえて 

 シンポジウムを踏まえての授業改善へ取り

組む必要があることは以下の 2 点だと感じた。

第 1 に学生は学ぶことにより不安を感じるこ

とや、進路選択について迷いが生ずることも

あることである。大学での学びにより高校段

階での進路選択ことは異なる現実や教師を取

り巻く環境変化の厳しさに触れることが多く

なる。このことに対するケアを大学教師とし

てしなければならないと感じた。そのために

の方法として、外部講師による実際の経験談

を聞くことや、本プログラムのように、現場

を体験させる機会を確保することである。ま

た、外部講師にも「良い」ことだけではなく、

抱えている「悩み」や「葛藤」を話してもら

うことにより、学生自身に困難な場面に直面

してもどのようにして乗り越えたらよいのか

を考えてもらう機会を提供したい。 

 第 2 に学生は現場で学ぶことも多いという

ことである。本プログラムを通じて小規模校

の教育の現実を知ったとしても教職への志望

度合いの変化が肯定的に変化していることは

特徴的である。大学教員が用意したプログラ

ムから得られる効果を超えて学生は自らの感

性やアンテナから学びや気づきを得ている。

このような機会を確保すると同時に、それを

学生同士で共有することや討議することを通

じて、十人十色の学びがあることを講義を通

じて確認したい。 

 

以上 


